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厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

（分担）研究報告書 

法医学領域のアンケート調査の学会報告に関する研究 

研究分担者 笹尾 亜子 熊本大学 大学院生命科学研究部法医学講座 講師 

研究分担者 前田 一輔 横浜市立大学 医学研究科 助教 

 

研究要旨 

 前年度の研究として、法医学領域で働く人を対象に「法医学で働く人のアンケート調査」を実

施した。これまで、法医学領域で働く医師、専門職、技官らを対象として、業務内容や具体的な

勤務実態、課題、将来展望などを把握するための調査は実施されておらず、本アンケートは法医

学領域における初めての研究成果となった。 

 アンケートでは、基本事項として年齢、役職、保有する国家資格、法医学の経験年数を設定

し、さらに職種別に年間の解剖担当数や業務エフォート（教育、研究、法医実務、管理運営）に

ついても調査した。加えて、教室責任者に対しては、講座としての解剖実務の実態に関する設問

を設け、実際の解剖数や理想的な解剖数についても回答を得た。また、留学や出産・育児を含め

たキャリアパスについても調査した。 

 質問項目が多岐にわたったにもかかわらず、多くの回答が得られた。まず、アンケート結果の

主要部分をまとめ、2025年 6月に開催された日本法医学会全国学術集会において、口頭発表なら

びにポスター発表を行った。ポスター発表では、多くの法医学関係者から率直な意見を得ること

ができ、今後の報告書作成に向けて貴重な示唆を得た。 

 

 
Ａ．研究目的 
 
 前年度の研究として、法医学領域で働く人を
対象に「法医学で働く人のアンケート調査」を実
施した。本アンケートは、法医学領域における初
めての研究成果となった。 
 
 質問項目には、実際の法医実務や教室運営に
関するものから、理想的な解剖実務や若手のキ
ャリアパスに関するものまで、多様な設問を設
定した。その結果、得られたデータは多岐にわた
り、膨大なものとなった。 
 
 最終的には報告書として取りまとめることを
目標としているが、本研究ではその第一段階と
して、論点整理および課題抽出を目的に、主要部
分を発表形式でまとめることとした。 
 
Ｂ．研究方法 
 
 「法医学で働く人のアンケート調査」の結果の
主要部分について、スライドならびにポスター
として整理し、学会において報告した。 
 
 学会会場において多くの学会員と意見交換を
行うことで、報告書の中心となるテーマを抽出
するとともに、その方向性を整理した。 
 
Ｃ．研究結果 
 
 2025年6月11～13日に開催された日本法医学
会全国学術集会において、法医学会理事会から
の要請により、会員を対象として実施した「法医

学で働く人のアンケート調査」の結果について
口頭発表を行った（参考資料1）。 
 
 さらに、「法医学で働く人のアンケート調査」
の詳細な結果について、特設ブースにおいてポ
スター発表を行った（参考資料2）。 
 
 学会会場では、多くの会員との間で活発な意
見交換が行われた。 
 
Ｄ．考察 
 
 膨大なアンケート結果を報告書として取りま
とめるための第一段階として、口頭発表ならび
にポスター発表を行った。 
 
 発表に際してアンケート結果を整理すること
ができ、報告書作成に向けた方針を確認するこ
とができた。また、学会員との意見交換は、アン
ケート結果のみからは把握できない事情や背景
を知る貴重な機会となった。 
 
Ｅ．結論 
 
 報告書作成に向けた第一段階として、十分な
成果を得ることができた。          
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参考資料１
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参考資料１ 
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参考資料２  
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

（分担）研究報告書 

薬毒物分析の環境整備のための大学視察について 

研究分担者 笹尾 亜子 熊本大学大学院生命科学研究部法医学講座 講師 

 

 

研究要旨 

 法医鑑定において、薬毒物分析の実施は重要である。しかし、そのための環境整備や運用実態

を共有する機会は乏しい。本研究では、薬毒物分析を自施設にて行っている 2大学を視察し、円

滑かつ継続的に運用するために必要な環境整備について検討した。本検討の結果、各機関の薬毒

物分析の重要性への理解が、十分な環境整備に繋がっていることが窺えた。また、薬毒物分析を

担う人材の確保や後進の育成が、精度の高い法医解剖を実施するためにも急務である。 

 

 

Ａ．研究目的 

 法医解剖の死因診断において、その死因に薬毒

物が関与したかどうかを鑑別することは極めて重

要である。しかし、近年の法医学領域では薬毒物分

析を実施できる人材・機関が減少し、大学における

ポスト削減の影響から後進育成も困難な状況が続

いている。この背景において、各大学はそれぞれに

環境整備を行って実務活動を実施しているが、そ

の実状について共有される機会は乏しい。本研究

では、自施設にて薬毒物分析を実施している２機

関の法医学講座をモデルケースとして視察し、薬

毒物分析を円滑に、かつ継続的に行うために必要

な環境整備について検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

モデルケースとなる法医学講座として、薬毒物

分析に熟達した教員が所属するK大学とJ大学の２

機関を視察した。視察は研究分担者2名（愛知医科

大学 小川匡之、熊本大学 笹尾亜子）、愛知医科大

学教員1名、産業医科大学教員1名、熊本大学の大学

院生1名の計5名が行った。それぞれ各大学にて同

業務の担当者である。視察先の２機関では施設や

設備の全般を見学し、法医解剖後の各種検査の流

れ・実施状況、試料の保管状況、分析機器の運用実

績などを聴取した。また、薬毒物分析を実施するた

めに必要な環境整備に関して意見交換を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ．研究結果 

① K大学の視察 

2026年1月27日午後、K大学を訪問視察した。K大

学は教員5名が在籍し、その内3名が医師もしくは

歯科医師であった。その他2名は薬毒物分析や諸検

査を担当している教員であった。解剖は執刀医1名

に対して補助者1名、書記1名で行っているとのこ

とであった。国内で最も新しい法医学講座であり、

新設時に講座教授の意見・要望を反映して整備さ

れた環境であった。 

写真１ K大学の分析機器 

 

解剖に伴う諸検査は、解剖室に隣接する実験室

にて迅速に試料の前処理、検査が行える環境であ

った。薬毒物検査用の分析機器は1室にまとめ、居

室近くに解析室を備えてあった。検査依頼および

検査結果報告等の解剖情報はセキュリティを施し

たサーバーで一括管理され、研究においても活用

できる効率的な環境を整えていた。 

意見交換では、分析機器を継続的に運用するた
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めに十分な資金が必要であること、また分析担当

者間での技術交流を行う必要性などについて意見

が挙げられた。 

写真２ K大学での技術交流 

 

② J大学の視察 

 2026年1月28日午前、J大学を訪問視察した。J大

学は教員4名が在籍し、その内3名が医師、薬毒物

分析を担当する教員1名は薬剤師であった。解剖は

執刀医1名に対して補助者（臨床検査技師）１～2

名で行うとのことであった。J大学は年間解剖数が

極めて多く、2024年度は800件を超えて実施してお

り、職員や非常勤職員が多く在籍する講座であっ

た。職員の多くは臨床検査技師であり、解剖補助・

病理組織作成・薬毒物分析をローテーションで行

うことで技術習得を図っているとのことだった。 

解剖後の諸検査について、生化学的検査は解剖

室と同キャンパスにて行い、薬毒物分析は別キャ

ンパスへ試料を移送して実施するという大学特有

の事情による運用がなされていた。薬毒物分析は

主に3名の教職員で実施し、検査項目ごとに担当者

が分析、教員が全体を管理・監督する流れを作る

ことで作業効率化を図っていた。年間検査数が極

めて多い状況が続いており、必要人員の不足が伺

える状況であった。 

意見交換では、薬毒物分析を円滑に継続的に実

施するためには後進育成も兼ねた2名以上が必要

人員として理想的ではないか、という意見があっ

た。また、検査数100件に対して１名の増員がある

と、事例に応じたより詳細な分析もできるのでは

ないか、という意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ J大学の分析機器 

 

Ｄ．考察 

 視察した２機関は共に私立大学であり、法医解

剖後の薬毒物検査を自施設にて熟達した教員によ

り実施していた。両大学の分析機器を含めた施設

環境は十分に整備されており、それらは薬毒物分

析の重要性を理解した講座教授の考えが強く反映

されていることが見受けられた。一方、両大学にお

いて薬毒物分析を担当する教員は各1名であり、そ

の技術を教育する時間的・人員的余裕はない状況

が窺えた。国立大学に比べて教員数に余裕のある

私立大学でもこの状況であり、現状のままでは薬

毒物分析を実施できる人材・機関の全国的な減少

に歯止めがかからないことが懸念される。 

 また各大学での意見交換では、薬毒物分析を円

滑かつ継続的に実施するために必要な環境につい

て二つの意見が挙げられた。一つは分析機器を継

続的に運用するために十分な資金が必要であるこ

と、もう一つは各機関2名以上の分析担当者がいる

ことが理想的であるという意見であった。精度の

高い法医鑑定に必須となる薬毒物分析を継続的に

運用していくためには、何れも重要な意見である

と考える。特に、理想的には「検査数100件につき

1名の増員」という人員配備は、学術的知見に繋が

る詳細な薬毒物分析を可能にすると考える。法医

解剖に伴う薬毒物分析は、さまざまな化学物質に

対応できる知識と技術が必要である。それらは一

朝一夕に習得できるものではなく、長期にわたる

教育が必須となる。熟達した分析者が次世代の分

析者を育てられるような環境整備は何よりも急務

と考える。 
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 最後に、本視察において各大学の薬毒物分析に

関わる教員、大学院生が意見交換を行ったことは

多くの学びを得る機会となった。このような機会

において、分析を担う人材が大学間の垣根を越え

て交流し、意見交換を行うことは、各々の技術向上

やモチベーション維持に重要であることも付言し

たい。 

 

写真４ J大学での情報交換の様子 

 

Ｅ．結論 

高い薬毒物分析技術を持つ教員が所属する 2 機
関を視察・見学した。これら機関では、法医解剖
における薬毒物分析の重要性に配慮された環境整
備がなされていた。一方、これら機関においても
人員不足の状況から後進育成が困難であることが
窺えた。精度の高い法医解剖を実施するためには、
薬毒物分析を担う人材の育成も重要であり、後進
育成が可能な人員配備が何よりも急務であると考
える。 
 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし。 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 該当なし。 

 

 2.  学会発表 

 該当なし。 

 

3.  関連した実務活動 

 該当なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

 該当なし。 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

（分担）研究報告書 

DNA鑑定技術向上のための大学見学に関する検討 

研究分担者 松末 綾 福岡大学 医学部 講師  

 

 

研究要旨 

 本研究は、円滑な法医実務の遂行に不可欠な人材育成およびキャリアパスの確立を目的とす

る。今回、DNA鑑定に従事する法医学教員の技術向上を図るため、高度な技術を有し多数の DNA

鑑定を実施している S大学および O大学の鑑定施設を訪問した。 

見学では、各施設の DNA鑑定設備を見学するとともに、担当スタッフと鑑定体制や DNA抽出方

法等について情報交換を行った。他大学の高精度な DNA鑑定施設を見学することは、優れた技術

や手法を学ぶ貴重な機会となった。 

 

 
 
Ａ．研究目的 

 近年、DNA鑑定を実施する大学は減少傾向にある。

その背景には、DNA鑑定を担当していた職員の定年

退職により鑑定業務の継続が困難となる大学が生

じているなど、深刻な人材不足がある。 

DNA鑑定では、汚染を防止しつつ、微量試料や高

度に変性した試料から可能な限り高純度のDNAを

抽出することが求められる。そのためには、技術

や経験に加え、専門的知識が不可欠である。本研

究は、DNA鑑定を担当する教員の知識を深め、技術

向上を図ることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

F大学の教員1名およびA大学の教員1名の計2名

が、DNA鑑定体制が整備され、卓越した技術で精力

的にDNA鑑定を実施しているS大学およびO大学の

施設を見学した。さらに、各大学のスタッフと、効

率的かつ高精度なDNA鑑定の実施に向けた情報交

換を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 

①O大学の見学 

2026年1月8日、O大学のDNA鑑定施設を見学した。

同大学では、現在2名の職員で年間約300例の遺骨

のDNA鑑定を行っており、これに加えて多数の遺族

のDNA鑑定も実施していた。DNA抽出に用いる骨の

部位については、同大学での検討データを基に、

より最適と考えられる部位について助言を受けた。

従来良いとされてきた部位と比較して骨の切り出

しが容易であり、今後はこれらの部位を鑑定に使

用することを検討することとした。 

さらに、DNA抽出時に使用している機器や処理条

件について説明を受け、汚染除去やDNA抽出方法に

ついて相互に情報交換を行った。骨処理の一部工

程については実演を通して、粉砕の程度や脱灰方

法を具体的に見学した。遺族のDNA抽出は抽出装置

（QIAcube Connect）を使用していた。 
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また、データ処理に関しても、効率的でミスの

少ない手法を学ぶことができた。複数のDNA分析機

器（3500 Genetic Analyzer、SeqStudio Genetic

 Analyzer）を備えており、多検体処理に対応した

設備が整っていた。 

 

②S大学の見学 

2026年1月29日には、S大学のDNA鑑定施設を見学

した。同大学では現在5名の職員で年間約300例の

遺骨のDNA鑑定を実施しており、来年度はさらに多

くの鑑定を予定しているとのことであった。S大学

ではダブルルートで鑑定を行い、複数人の鑑定結

果を照合してDNA型を判定していた。また、DNA抽

出についても複数の方法を用いていた。 

汚染防止や取り違え防止のための工夫が随所に

なされており、作業工程ごとに部屋が分けられ、

清潔な環境が維持されていた。マイクロチップ電

気泳動システム（MultiNA）でミトコンドリアの増

幅を確認していた。 

DNA分析機器についても、3500xL Genetic Anal

yzer 2台および3500 Genetic Analyzerを備え、

多検体処理が可能な体制であった。また、次世代

シーケンサーも備えていた。 

さらに、解剖施設および中毒分析設備も見学し

た。解剖施設は新しく、CT室を備え、搬入からCT

撮影、解剖台への移動までがスムーズな動線とな

っていた。解剖中の写真をリアルタイムでモニタ

ー確認できるシステムも導入されていた。中毒分

析設備にはGC-MS、LC-MS/MS、TOF-MS等が整備され、

生化学検査設備も備え、解剖検体のルーチン検査

を実施しているとのことであった。少人数のスタ

ッフで多くの実務をこなしながら研究も精力的に

行っており、設備・環境の充実とスタッフの高い

意識が印象的であった。 

Ｄ．考察 

O大学では、少人数のスタッフで多くのDNA鑑定

を実施していたが、充実した設備のもと、ミスや汚

染を防止しつつ効率的な鑑定が行われていた。ま

た、より良い方法を模索し続け、継続的な検討を行

いながら鑑定が実施されていた。S大学においても

設備が充実しており、DNA鑑定を行う専従スタッフ

を配置することで、多検体の鑑定が可能な体制が

整えられていた。スタッフ間の連携も密であった。

今回の両大学の見学で、理想的なDNA鑑定現場を知

ることができた。 

両大学とも、DNA鑑定の成否を左右する重要な工

程はDNA抽出であるとの認識をもっており、それぞ

れに工夫を凝らした抽出方法が採用されていた。

これまで大学間で抽出方法に関する情報交換の機

会は多くなかったが、今回の見学を通じて、使用機

器、汚染防止策、抽出方法、データ管理について詳

細に視察することができ、自施設における改善点

を見いだすことができた。 

また、DNA鑑定担当者が1名のみの大学も多く、技

術的課題について他大学に相談できる体制の必要

性を感じていた。今回の見学により、大学間で問題

を共有し、解決に向けた情報交換が可能であるこ

とを実感した。 

 

Ｅ．結論 

DNA鑑定体制が充実している大学の施設見学は、

DNA鑑定に従事する教員にとって非常に有意義で

あった。見学後には、自施設で導入を検討している

機器や手法もあり、鑑定精度の向上が期待された。 

鑑定能力に優れた大学を見学し、情報交換を行

う機会を設けることは、DNA鑑定に従事するスタッ

フの技術向上につながり、ひいては法医学分野全

体におけるDNA鑑定技術の向上に寄与すると考え

られた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 該当なし。 

 

 2.  学会発表 

 該当なし。 
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3.  関連した実務活動 

 該当なし。 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

 該当なし。
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

（分担）研究報告書 

 法医学領域における他施設視察に関する検討  

研究分担者 山本 琢磨 兵庫医科大学 医学部 准教授 

研究分担者 梅原 敬弘 産業医科大学 医学部 准教授 

研究分担者 前田 一輔 横浜市立大学 医学研究科 助教 

 

 

研究要旨 

 本研究では、法医学講座における効率的かつ持続可能な働き方と施設間連携の推進を目的とし

て、現状の法医学講座の業務実態を調査した。その結果、専門性を有する教員および技術職員が

連携することで、解剖実務と研究、教育を高い水準で両立している実態が明らかとなった。本視

察により、各スタッフの専門性を活かしたチーム連携と、将来を見据えたキャリアパス形成の重

要性が明らかとなった。 

 

 
 
Ａ．研究目的 

 本研究は、教職員や学生それぞれが、解剖業務、

研究、教育にどのように従事し、連携しあってい

るかなど他施設における法医学従事者の実態を把

握することで、本邦の法医学講座における効率的

な働き方や施設間連携の推進に寄与することを目

指す。 

 

Ｂ．研究方法 

S大学法医学講座を訪問し、解剖施設および研究

設備の見学を行う。さらに、解剖に付随する書類管

理、在籍するスタッフの働き方や工夫点、業務上の

課題について対面での意見交換を実施する。 

 

Ｃ．研究結果 

2025年12月17日、S大学に3名で訪問視察した。 

 

① 研究室について 

組織構成 

教員3名（医師1名）、技術職員2名（1名が臨床検

査技師）、大学院生1名（医師）、研修生1名、事務

員1名、嘱託講師1名、派遣社員1名 

 

② 解剖実務及び研究業績について 

年間解剖数：約120件 

1件あたりの解剖立会人数：執刀医1名、補助2

名、記録1名 

年間論文発表数：約3編 

書類鑑定：約20件 

 

③ 取組みについて 

解剖業務の実施体制 

S大学では、教授が全例の執刀を担当している。

現在、補助者は2名体制であり、うち1名は大学院生

で将来の法医学者育成のための教育の一環として

従事している（従来は1名体制であった）。補助者

は臓器摘出前までの補助を行い、臓器摘出は基本

的に執刀医が実施する。解剖記録は所定のフォー

マットを用いて、執刀医が口頭で述べた所見を技

術職員が筆記で記録する方式を採用している。薬

毒物検査用の検体が採取されると、薬毒物学を専

門とする教員によって速やかに簡易薬物検査キッ

ト、一酸化炭素ヘモグロビン検査、アルコール検査

が実施される体制が整っている。 

 

解剖施設の環境体制 

解剖室は全体に広く、清潔に保たれている。解剖

台は1台設置されており、白色に塗装することで写

真撮影時の背景色としての工夫がなされている。

解剖時使用する器具は各場所に整理されており、

効率的な解剖実施が可能となっている。器具や解

剖台は、解剖後、都度消毒を行なっている。見学者

スペースも広く確保され、学生教育に適した環境

が整備されている。病理組織標本作製用の切り出

し台も設置され、ホルマリン曝露予防のための換

気システムが導入されており、従事者の労働安全
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衛生に十分な注意が払われている。 

解剖室に隣接して臓器保管庫が設けられ、解剖

時に採取した臓器や病理組織標本作製後の残検体

がコンパクトにまとめられ、整理されている。 

解剖室の前室として更衣室が完備されており、

感染予防対策としてのゾーン分けがなされている。

スタンダードプレコーションとして眼部以外が露

出しない防護服とゴーグルを着用している。着用

の仕方についても写真等を掲示し、不慣れな警察

官や学生にもわかりやすく表示されている。解剖

終了後に使用できるシャワールームも完備されて

いる。 

また、排水はボイラーによる高熱滅菌がなされ、

あらゆる種類の解剖に対しても安全に対応できる

設備が整っており、本システムは大学の施設とし

て管理されている。 

 

自機関での検査業務体制 

解剖時に採取された検体は、解剖室に隣接した

部屋で簡易薬物検査キット、一酸化炭素ヘモグロ

ビン検査、アルコール検査が実施される。さらに、

精密機器による薬物定性・定量検査も自施設で実

施している。薬毒物を専門とする教員が在籍して

おり、外注検査を利用せず自施設で検査できる環

境が整っている。 

 

研究環境の充実 

研究室スペースは広く、培養実験や分子生物学

的研究だけでなく、薬毒物研究を行うための機器

が配備されている。最新機器については学内の共

同利用施設を利用することで高度な研究成果を挙

げている。また、継続的な研究成果により各教員は

競争的資金等の研究費を獲得している。法医学だ

けでなく、他分野の学会への参加・発表を各自行っ

ており、最新の知見や技術の情報収集、研究者交流

を図ることで研究力の向上に努めている。 

 

多面的な法医学実務への取組み 

法医解剖の鑑定業務だけでなく、セカンドオピ

ニオン（書類鑑定）も積極的に引き受けており、本

邦の法医鑑定の質の向上に貢献している。 

 

Ｄ．考察 

解剖業務と研究活動のバランス 

S大学では年間120件の解剖を執刀医1名が行っ

ており、この実績は執刀医の献身的な努力によっ

て支えられている。加えて、他スタッフも解剖業務

に協力しており、効率的な解剖実施体制が構築さ

れている。解剖体数は平均すると週あたり約3体で

ある一方、事案は不規則に発生するため、研究や鑑

定業務を計画的に進めるための時間確保が課題で

ある。今後、在籍する大学院生が執刀医として加わ

ることで、より効率的な業務体制の構築と、スタッ

フ間の負担分散が期待される。 

 

人材育成モデルについて 

在籍する大学院生は、解剖手技の習得と学位研

究を並行して進めており、すでに症例報告の論文

を投稿し、掲載された。また、他施設への積極的な

見学を通じて解剖技術の向上と専門家ネットワー

クの構築を本人の意志で進めており、これは法医

学者として必要な多面的能力形成のための効果的

なアプローチである。現在、大学院生は1名であり、
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専門の教職員によるマンツーマン指導が実現可能

で、質の高い人材育成の理想的な環境といえる。 

 

法医学講座としての特色とモデル 

S大学の取り組みは、限られたリソースの中で専

門性の異なる教員を配置し、それぞれの強みを活

かした役割分担を実現している理想的な法医学講

座モデルである。特に、解剖実務、薬毒物検査、研

究活動という三つの柱がそれぞれの専門家によっ

て担われ、相互に補完し合う体制は、他施設におい

ても参考となるモデルである。ただし、このモデル

の実現には、適切な人員配置と予算確保などが前

提となるため、各施設の規模や解剖件数に応じた

カスタマイズが必要であると考える。また、作業環

境改善に関する研究や大規模災害時の遺体管理へ

の取り組みなど、実務に直結した応用研究を推進

していることも注目すべき点である。これらは法

医学の社会的使命を果たしながら、同時に学術的

成果を生み出すという、実務と研究の好循環につ

ながっている。 

 

Ｅ．結論 

S大学法医学講座は、解剖、薬毒物、研究の各分

野において専門性を持った教員が在籍しており、

解剖実務、研究、教育をバランスよく実施していた。

将来の法医学者を目指す大学院生も在籍しており、

各専門家からの教育体制も充実していることから、

高い将来性を持つ法医学者の育成が期待される。

同講座の取り組みは、効率的な施設運営、専門性を

活かした役割分担、若手人材育成の観点から、他の

法医学講座にとっても有益な示唆を提供するもの

であり、今後の本邦における法医学講座の運営モ

デルの一つであると考えられる。 

また、他施設の視察・交流は、視察先の取組みを

学ぶだけでなく、自施設の体制や自身の業務・研

究・教育の在り方を見つめ直す貴重な機会となっ

た。施設間交流のような情報交換や相互研鑽の場

を設けることが法医学の発展に寄与するものと考

える。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 該当なし。 

 

 2.  学会発表 

 該当なし。 

 

3.  関連した実務活動 

  該当なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

 該当なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  



 17 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

（分担）研究報告書 

大学院生による他施設視察に関する報告 

研究協力者 新田 あゆ美 産業医科大学 医学部 法医学教室 大学院博士課程 

 

 

研究要旨 

 法医実務に対する需要は拡大する一方、常に人手不足が叫ばれており、実務の質の向上と効率

化、若手法医学者の育成が喫緊の課題である。課題解決のためには、実務及び教育体制の充実し

た他施設と交流し、様々な努力や工夫を学ぶことが重要である。本研究において、他施設の体制

を知ることで、当施設の改善点等を把握することができ、課題解決への端緒となった。また他施

設見学を通じて交流が深まり、情報共有が可能となったため、法医学分野で研鑽を積む大学院生

としてモチベーションの向上に繋がった。 

 

 
Ａ．研究目的 

 本研究では、実務及び教育体制の充実した他施

設を見学し、学んだ新しい知識や技術を当施設に

還元することで、実務の質向上や効率化を目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

2025年12月22、23日の2日間、Y大学法医学教室を

訪問し、解剖・検案と施設見学を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

① 解剖・検案 

Y大学における2025年1月〜12月の解剖件数は28

4件であり、前年よりも30件以上増加したとのこと

であった。執刀医は教授を含め3名であった。 

Y大学は解剖室の隣にCT設備を所有していた（写

真1）。 

写真1 死体専用CT撮影装置 

 

 

解剖開始前に全例でCT検査を実施していたが、

解剖前にじっくりと読影せず、致死的な所見の有

無のみを確認してすぐに解剖に臨んでいた。CTは

あくまで補助的に用いるという。撮影したCT画像

データは大学病院の電子カルテに紐付けられ、後

に放射線科医による読影が行われるため、解剖所

見とCT所見が合致しているかどうかを確認できる

とのことであった。 

当施設も含め、解剖の準備や補助、修復、片付け

等を警察に手伝ってもらっている（あるいは任せ

ている）施設もあるが、Y大学では警察の介入は少

なかった。ご遺体の搬入からCT検査、解剖準備まで、

5～6名の教職員で滞りなく行われ、解剖も写真撮

影以外は執刀医と補助員2名の計3名のみで進行し

た。外表所見をとった後、胸腔内臓器を摘出し終わ

ったところで、執刀医による各臓器の所見確認と、

補助員による臓器摘出・開頭等が同時に行われる

という方式であった。感染症や薬物などの簡易検

査も解剖中に実施していた。解剖開始から終了ま

での時間は約2時間であり、解剖に関わる3名それ

ぞれの技術力の高さと明確な役割分担で解剖時間

の短縮が実現されていた。 

解剖室にある2台の大画面モニターのうち、1台

には執刀医が音声認識システム（AmiVoice®）を用

いて入力した所見が表示されていた。このシステ

ムは専門用語でも高い精度で認識し、入力所見の

修正もハンズフリーで可能であった。従来、解剖所

見は手書きで記録され、鑑定書作成時にはそれら

をPCに入力する必要があり、労力がかかる上に入

力ミスをすることもあったが、このシステムを用

いることでそれらの問題が解決されたとのことで

あった。もう1台には解剖中に撮影した写真が無線

LAN機能により転送されたものが映し出されてい
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た。鑑定書に載せる鮮明な写真を撮影するため、撮

影範囲が適切か、ピントがずれていないかなどを

その場で確認していた。 

解剖後はPCで死体検案書と解剖結果報告書を作

成し、警察に供覧しながら説明を行っていた。解剖

に際して終始積極的に質問する警察と、質問に対

して分かりやすく回答する執刀医の姿からは信頼

関係が見てとれた。 

解剖結果は症例毎にデータベース管理しており、

閲覧や検索が容易であった。 

 各臓器の一部は病理組織標本作製のためにルー

チンで採取するが、明らかな外傷死などでは標本

は作製しないとのことであった。標本を作製する

までの過程は、切出しと包埋ブロック作製以外は

全て自動装置（写真2-4）で行われていた。 

写真2 自動切片薄切装置 

写真3 自動切片染色装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真4 自動封入装置 

 

また本年度より、警察本部交通課からのCT検案

の要請が増えたとのことで、視察期間中にも検案

実務の見学を行うことができた。CT検査後に解剖

室で写真撮影と所見の音声入力を行い、15分程度

で終了していた。被疑車両のドライブレコーダー

の映像もあり、状況と外表所見、CT所見を考慮して

死因を診断していた。 

  

 

② 教育・研鑽 

週に一度、若手執刀医2名の作成した鑑定書につ

いての検討会を設けていた。 

また、2週間に一度放射線科との合同カンファレ

ンスを開催し、CT所見の検討や解剖所見の共有を

行っているそうだ。法医学教室としてはAutopsy i

maging(Ai)への理解が深まり、放射線科医局とし

ても、今後も需要が拡大し続けるであろうAiの読

影症例が充実するため、相互利益が得られる取り

組みだという。 

他にも週に一度、他大学と合同で抄読会を行う

など、新しい知見を得ながら実践的な考え方を身

に付けるための体制が整っていた。 

  

Ｄ．考察 

年間解剖件数が飛躍的に増加しているY大学で

あるが、それに対応できる理由の1つはCT設備の存

在であると感じた。先述の通りCTはあくまで補助

的に用いるが、例えば解剖前のCTにて致死的な頭

蓋内病変を認めなかった場合、解剖では頭蓋内以

外に死因を求めることに注力できる。ただし全て

の施設にCT設備があるわけではないため、CT設備

の無い施設で働く場合に備えて、事前情報が乏し

い中でも質の高い解剖を行えるだけの技術を身に

付けることが重要であると学んだ。 
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Y大学ではCTの有効活用に加え、音声認識システ

ムの使用や、病理組織標本作製の自動化、教職員1

人1人の技術向上などにより実務を効率化し、イン

プットやフィードバックの時間を確保していた。

また、そうした時間の中でのコミュニケーション

を重視し、教職員同士や外部機関との連携を図っ

ている印象であった。このような努力や工夫の全

てが、知識・技術の習得や意欲の向上、ひいては実

務の円滑化に繋がっていると感じた。 

今回の見学を通して、当施設の課題もいくつか

見つかった。予算や年間解剖件数、機器・システム

の導入状況などの違いにより全てを取り入れられ

るわけではないが、解剖体制や抄読会など参考に

できるところもあった。 

また、実際に足を運び、2日間にわたって交流す

ることで、教室の雰囲気など言葉で表現し難い部

分を肌で感じることができた。実務上の課題や

日々の悩みを共有し、親睦を深められたことは、大

学院生として大変心強いものであった。  

 

Ｅ．結論 

本研究では、他施設の実務及び教育体制を見学

し、実務の効率化や人材育成に向けた具体的な取

り組みを知ることができた。当施設に還元できる

学びも多く、有意義な経験であった。 

 また、見学を通して交流を深めることができ、法

医学分野の大学院生としての意欲向上に繋がった。

今後も継続して情報共有を行い、法医学分野全体

の発展に貢献していきたい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 該当なし。 

 

 2.  学会発表 

 該当なし。 

 

3.  関連した実務活動 

  該当なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

 該当なし。 
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